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(57)【要約】
　本発明の実施形態は、横電磁モード誘電体フィルタを
提供する。近端除去構造部は、フィルタの内部に配置さ
れる。近端除去構造部の形状と位置と寸法とを柔軟に設
計することにより、透過率ゼロまたはゼロ空洞機能が実
装され、フィルタの通過帯域外の高周波端部または低周
波端部における無線周波数信号が除去されることにより
良好な近端除去性能を達成する。本発明の実施形態は、
無線周波数モジュールと基地局とをさらに提供する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　横電磁モード誘電体フィルタであって、
　共振器と誘電体本体と金属筐体とを備え、前記誘電体本体の外面が、導電性材料で覆わ
れ、前記金属筐体が、前記誘電体本体の上方に固定され、前記金属筐体と前記誘電体本体
との間に隙間があり、
　前記共振器が、共振板と共振穴とを備え、前記共振板が、前記誘電体本体の上面上に配
置され、前記共振穴が、上端部と下端部とに開口をもつ中空円筒構造部であり、前記共振
穴の上開口が、前記共振板上に設けられ、前記共振穴の下開口が、前記誘電体本体の下面
上に設けられ、前記共振穴の内面が、導電性材料で覆われ、前記共振板が、金属材料製で
あり、
　前記フィルタは、近端除去構造部をさらに備え、前記近端除去構造部が、前記誘電体本
体の内部にあり、前記フィルタがフィルタ処理で除去する信号の周波数により前記近端除
去構造部の形状と位置と寸法とが規定される、
　横電磁モード誘電体フィルタ。
【請求項２】
　前記フィルタがフィルタ処理で除去する信号の周波数により前記近端除去構造部の形状
と位置と寸法とが規定されることが、
　前記近端除去構造部の高さと長さと前記共振穴からの離間距離とが、前記フィルタの結
合係数に従って決定されることと、前記結合係数が、前記フィルタがフィルタ処理で除去
する前記信号の前記周波数に対応することと、
　を含む、請求項1に記載のフィルタ。
【請求項３】
　前記近端除去構造部が、前記誘電体本体の前記下面に接触した少なくとも2つの端部を
含み、前記近端除去構造部の残部が、前記誘電体本体の内部における磁場領域内にある、
　請求項2に記載のフィルタ。
【請求項４】
　前記近端除去構造部が、前記誘電体本体の内部における電界領域内にある、
　請求項2に記載のフィルタ。
【請求項５】
　前記フィルタがフィルタ処理で除去する信号の周波数により前記近端除去構造部の形状
と位置と寸法とが規定されることが、
　前記近端除去構造部の高さと長さと前記共振穴からの離間距離とが、前記フィルタがフ
ィルタ処理で除去する前記信号の前記周波数に対応する電波波長に従って決定されること
を含む、
　請求項1に記載のフィルタ。
【請求項６】
　前記近端除去構造部が、金属化貫通孔、金属化ストリップ線路、物理的金属構造部、金
属化導体、または金属薄片のいずれか1つである、
　請求項1から5のいずれか一項に記載のフィルタ。
【請求項７】
　請求項1から6のいずれか一項に記載の横電磁モード誘電体フィルタを備える、無線周波
数モジュール。
【請求項８】
　請求項7に記載の無線周波数モジュールを備える基地局。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、2014年12月08日に中国特許庁に出願された、発明の名称を「TRANSVERSE ELE
CTROMAGNETIC MODE DIELECTRIC FILTER, RADIO FREQUENCY MODULE, AND BASE STATION」
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とする中国特許出願第201410743332.9号の優先権を主張し、同出願の全体が参照により本
明細書に組み込まれる。
【０００２】
　本発明の実施形態は、通信技術の分野に関し、特に、横電磁モード誘電体フィルタ、無
線周波数モジュール、および基地局に関する。
【背景技術】
【０００３】
　無線通信技術の進歩に伴い、無線通信装置は益々、小型化と低挿入損失とを目指してい
る。従来の金属空洞フィルタと比べて、誘電体フィルタは、小寸法、低挿入損失、高耐電
力、および低コストなどの利点をもつ。横電磁モード(TEM、transverse electromagnetic
 mode)誘電体フィルタは、重要な種類の誘電体フィルタであり、無線基地局、無線周波数
端末、または無線周波数もしくはマイクロ波送受信器部材などの装置に適用され得る。
【０００４】
　しかし、従来技術で提供される横電磁モード誘電体フィルタは、近端除去性能が低いの
で、フィルタ性能において比較的要求の高い、無線周波数フロントエンドまたはマイクロ
波アンテナ給電線フロントエンドなどの位置には適用できない。その結果、利用事例が制
限される。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の実施形態は、良好な近端除去性能をもつ横電磁モード誘電体フィルタを提供し
、本発明の実施形態は、無線周波数モジュールと基地局とをさらに提供する。
【０００６】
　第1の態様によると、本発明の一実施形態は、共振器と誘電体本体と金属筐体とを含む
横電磁モード誘電体フィルタを提供し、誘電体本体の外面が、導電性材料で覆われ、金属
筐体が、誘電体本体の上方に固定され、金属筐体と誘電体本体との間に隙間があり、共振
器が、共振板と共振穴とを含み、共振板が、誘電体本体の上面上に配置され、共振穴が、
上端と下端とに開口をもつ中空円筒構造部であり、共振穴の上開口が、共振板上に設けら
れ、共振穴の下開口が、誘電体本体の下面上に設けられ、共振穴の内面が、導電性材料で
覆われ、共振板が、金属材料製であり、フィルタが、近端除去構造部をさらに含み、近端
除去構造部が、誘電体本体の内部にあり、フィルタがフィルタ処理で除去する信号の周波
数により近端除去構造部の形状と位置と寸法とが規定される。
【０００７】
　第1の態様の第1の可能な実装例において、フィルタがフィルタ処理で除去する信号の周
波数により近端除去構造部の形状と位置と寸法とが規定されることは、
　近端除去構造部の高さと長さと共振穴からの離間距離とが、フィルタの結合係数に従っ
て決定されることと、結合係数が、フィルタがフィルタ処理で除去する信号の周波数に対
応することとを含む。
【０００８】
　可能な実装例のいずれかを参照すると、第1の態様の第2の可能な実装例において、近端
除去構造部は、誘電体本体の下面に接触した少なくとも2つの端部を含み、近端除去構造
部の残部は、誘電体本体の内部における磁場領域内にある。
【０００９】
　可能な実装例のいずれか1つを参照すると、第1の態様の第3の可能な実装例において、
近端除去構造部は、誘電体本体の内部における電界領域内にある。
【００１０】
　可能な実装例のいずれか1つを参照すると、第1の態様の第4の可能な実装例において、
フィルタがフィルタ処理で除去する信号の周波数により近端除去構造部の形状と位置と寸
法とが規定されることは、近端除去構造部の高さと長さと共振穴からの離間距離とが、フ
ィルタがフィルタ処理で除去する信号の周波数に対応する電波波長に従って決定されるこ
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とを含む。
【００１１】
　可能な実装例のいずれか1つを参照すると、第1の態様の第5の可能な実装例において、
近端除去構造部は、金属化貫通孔、金属化ストリップ線路、物理的金属構造部、金属化導
体、または金属薄片のいずれか1つである。
【００１２】
　第2の態様によると、本発明の一実施形態は、第1の態様または可能な実装例のいずれか
1つに従った、横電磁モード誘電体フィルタを含む無線周波数モジュールを提供する。
【００１３】
　第3の態様によると、本発明の一実施形態は、第2の態様に従った無線周波数モジュール
を含む基地局を提供する。
【００１４】
　本発明の実施形態において提供される技術的な解決策によると、近端除去構造部は、横
電磁モード誘電体フィルタの内部に配置される。近端除去構造部の形状と位置と寸法とを
柔軟に設計することにより、透過率ゼロまたはゼロ空洞機能が実装され、フィルタの通過
帯域外の高周波端部または低周波端部における無線周波数信号が除去される。本発明の実
施形態において提供される横電磁モード誘電体フィルタは、良好な近端除去性能をもち、
無線周波数モジュールと基地局とに広く適用され得る。
【００１５】
　本発明の実施形態における技術的な解決策をより明確に説明するため、次に、実施形態
を説明するために必要な添付図面について簡単に説明する。明らかに、以下の説明におけ
る添付図面は、本発明のいくつかの実施形態を示すにすぎず、当業者は、創造的な労力な
しにこれらの添付図面からさらに別の図面を導き出し得る。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の一実施形態に従った、横電磁モード誘電体フィルタの概略構造図である
。
【図２】本発明の一実施形態に従った、他の横電磁モード誘電体フィルタの正面図である
。
【図３】本発明の一実施形態に従った、他の横電磁モード誘電体フィルタの上面図である
。
【図４】本発明の一実施形態に従った、他の横電磁モード誘電体フィルタの概略構造図で
ある。
【図５】本発明の一実施形態に従った、基地局の概略構造図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　本発明の目的、技術的な解決策、および利点をより明確にするために、以下で、添付図
面を参照しながら本発明の実装例についてさらに詳細に説明する。
【００１８】
　フィルタは、基地局または無線周波数端末などの装置内で必要な構成要素である。誘電
体フィルタは、コスト、寸法などにおいて利点があるので、基地局の受信リンクなどの位
置で適用され得、無線周波数信号に対するフィルタ処理を実行するように構成される。横
電磁モード誘電体フィルタは、広く使用される誘電体フィルタである。
【００１９】
　しかし、横電磁モード誘電体フィルタの無線周波数性能指標は、比較的悪く、無線周波
数モジュールのフロントエンドなどの位置、すなわち、フィルタの性能に対して比較的要
求の高い送信アンテナと電力増幅器との間の位置では使用することができない。フィルタ
の無線周波数性能指標は、挿入損失、除去、および相互変調などの複数の指標を含む。従
って、横電磁モード誘電体フィルタの利用事例は、大幅に制限される。
【００２０】
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　横電磁モード誘電体フィルタの比較的悪い無線周波数性能指標をもたらす主な理由は、
この種類のフィルタの近端除去性能が低いことである。近端除去は、側波帯除去または近
帯除去(near band rejection)とも呼ばれ、フィルタ処理の効果を確実なものとするため
に、フィルタの通過帯域の外部領域付近で高周波端部または低周波端部における信号に対
して強力な除去を実行することを意味する。現在、横電磁モード誘電体フィルタの交差結
合または共振の設計方法は、柔軟性がなく、透過率ゼロまたはゼロ空洞構造部が効果的に
形成され得ず、従って、フィルタは、良好な近端除去性能をもたない。
【００２１】
　図1は、本発明の一実施形態に従った、横電磁モード誘電体フィルタの概略図である。
【００２２】
　図1に示されるように、横電磁モード誘電体フィルタ1(以下、略して「フィルタ1」)は
、共振器11と誘電体本体12と金属筐体13とを含む。金属筐体13は、誘電体本体12の上方に
固定され、金属筐体13と誘電体本体12との間に隙間がある。
【００２３】
　誘電体本体12の外面は、導電性材料で覆われる。任意選択的に、銀被膜などの金属被膜
が使用され得る。
【００２４】
　金属筐体13と誘電体本体12との間の隙間は、空気で充填される。
【００２５】
　共振器11は、共振板101と共振穴102とを含み、共振板101は、誘電体本体12の上面上に
配置される。
【００２６】
　任意選択的に、共振板101は、誘電体本体12の上面上に配置された金属薄片であり得る
か、または、誘電体本体12の上面上に印刷された金属被膜であり得る。
【００２７】
　任意選択的に、共振板101の形状は、限定されない。例えば、形状は、長方形または円
などの標準的な外形であり得るか、または、フィルタの仕様と性能要件とに従って、標準
的な外形に基づいて変更を加えられ得、例えば、特定の領域が切除されて非標準的な外形
を形成する。これは、本発明のこの実施形態では特に限定されない。
【００２８】
　共振穴102は、上端部と下端部とに開口をもつ中空円筒構造部であり、共振穴102の上開
口は、共振板101上に設けられ、共振穴102の下開口は、誘電体本体12の下面上に設けられ
、共振穴102の内面は、導電性材料で覆われる。
【００２９】
　任意選択的に、共振穴102の内面を覆う導電性材料は、銀被膜などの金属被膜であり得
る。
【００３０】
　任意選択的に、共振穴102と共振板101とは、一体的に形成され得るか、または、別々に
形成された後、接続部材により形成され得る。
【００３１】
　フィルタ1は、近端除去構造部14をさらに含む。近端除去構造部14は、誘電体本体12の
内部にあり、および近端除去構造部14の形状と位置と寸法とは、フィルタがフィルタ処理
で除去する信号の周波数により規定される。
【００３２】
　図1に示されるように、近端除去構造部14の2つの端部は、誘電体本体12の下面に接触し
、近端除去構造部14の残部は、誘電体本体12の内部における磁場領域内にある。磁場領域
は、誘電体本体の内部にあり、他の位置の磁場より強い磁場をもつ領域を表す。
【００３３】
　誘電体本体12の内部における強磁場領域は、誘電体本体12の下面付近の領域である。
【００３４】
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　任意選択的に、近端除去構造部14の高さと長さと共振穴からの離間距離とは、フィルタ
の結合係数(coupling coefficient)に従って決定され得、結合係数は、フィルタがフィル
タ処理で除去する信号の周波数に対応する。
【００３５】
　結合係数は、フィルタ設計において重要なパラメータである。結合係数が決定されると
き、フィルタの物理的な構造は、結合係数に従って設計され得、対応する性能指標が達成
され得る。全体的に、結合行列(coupling matrix)を解くことにより、結合係数が取得さ
れ得る。結合行列は、共振空洞間の結合エネルギー関係を示すために使用され得、結合係
数は、結合行列に含まれる。
【００３６】
　任意選択的に、結合行列は、フィルタエミュレーションソフトウェアを使用することに
よる計算により取得され得るか、または、実験値もしくは経験値に従って決定され得る。
これは、本発明のこの実施形態では特に限定されない。
【００３７】
　任意選択的に、近端除去構造部14は、金属化貫通孔、金属化ストリップ線路、物理的金
属構造部、金属化導体、または金属薄片のいずれか1つであり得る。
【００３８】
　任意選択的に、近端除去構造部14は、特定の弧度をもつストリップ構造部であり得る。
特に、弧度は、フィルタの性能要件に従ったデバッグ処理の手段により決定され得る。こ
れは、本発明のこの実施形態では特に限定されない。
【００３９】
　任意選択的に、本発明の他の実施形態において、2つの端部に加えて、近端除去構造部1
4の他のいずれかの部分も、接地の役目を果たすため誘電体本体12の下面に接触し得る。
【００４０】
　図1に示される実施形態において、近端除去構造部14は、誘導性透過率ゼロの役目を果
たし、フィルタの通過帯域外の高周波端部における除去能力を改善し得、すなわち、フィ
ルタの通過帯域外の高周波端部における信号を除去し得る。近端除去構造部14は、1つの
みの特定の信号周波数に対して設計され得、フィルタ処理が特定の周波数にわたって強力
な除去を行う場合、フィルタは、その周波数に隣接した周波数帯にわたって良好な除去を
行うことが理解され得る。
【００４１】
　任意選択的に、フィルタ1は、3つを上回る共振器11を含み得、近端除去構造部14は、隣
接しない共振空洞の間に位置する。図1に示されるように、フィルタ1は、左から右に連続
的に示される空洞1と空洞2と空洞3と空洞4との4つの共振器を含む。近端除去構造部14の2
つの端部は、それぞれ、空洞1と空洞3との付近に位置する。任意選択的に、近端除去構造
部14は、空洞1と空洞4との間、または空洞2と空洞4との間に位置し得る。
【００４２】
　隣接しない共振空洞の間に位置する近端除去構造部14は、交差結合構造を形成し、すな
わち、信号が様々な信号経路を通って共振空洞を通るときに透過率ゼロを達成するように
、様々な信号経路の位相が相殺される。例えば、空洞1-空洞2-空洞3の信号経路は、正位
相経路とみなされ得、空洞1-空洞3の信号経路は、負位相経路とみなされる。2つの経路の
位相は相殺され、近端除去構造部14において透過率ゼロが達成される。ゼロは、フィルタ
がフィルタ処理で除去する信号の周波数に対応する。
【００４３】
　本発明のこの実施形態において提供される横電磁モード誘電体フィルタによると、近端
除去構造部が誘電体フィルタの内部、および誘電体フィルタの下面付近に配置されること
により、誘導性透過率ゼロ機能を実装し、フィルタの通過帯域外の高周波端部における無
線周波数信号を除去し、それにより、良好な近端除去性能を達成する。
【００４４】
　図2と図3とは、本発明の一実施形態に従った、他の横電磁モード誘電体フィルタの正面
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図と上面図とである。
【００４５】
　図2に示されるように、横電磁モード誘電体フィルタ2(以下、略して「フィルタ2」)は
、共振器21と誘電体本体22と金属筐体23と近端除去構造部24とを含む。金属筐体23は、誘
電体本体22の上方に固定され、金属筐体23と誘電体本体22との間に隙間がある。図3に示
されるように、共振器21は、共振板211と共振穴212とを含む。
【００４６】
　フィルタ2の全体構造と、図1に示される実施形態において提供されるフィルタ1の全体
構造とは同様であり、図1に示される実施形態と異なる点は、近端除去構造部24が、誘電
体本体22の上面付近の領域に位置する。この領域は、誘電体本体22の内部における電界領
域であり、電界領域は、誘電体本体の内部にあり、他の位置の電界より強い電界をもつ領
域を表す。近端除去構造部24の特定の形状と位置と寸法とは、フィルタの結合係数に従っ
て決定され得る。具体的な決定方法については、図1に示される実施形態における説明が
参照される。これは、ここでは説明されない。
【００４７】
　図2と図3とに示される実施形態において、近端除去構造部24は、容量性透過率ゼロの役
目を果たし、フィルタの通過帯域外の低周波端部における除去能力を改善し得、すなわち
、フィルタの通過帯域外の低周波端部における信号を除去し得る。
【００４８】
　フィルタ2における他の構成要素の詳細な説明については、図1に示される実施形態の内
容が参照されることが理解され得る。これは、ここでは説明されない。
【００４９】
　一例として、仕様が90*44*20(mm、ミリメートル)である横電磁モード誘電体フィルタが
使用される。近端除去構造部は、フィルタの誘電体本体の内部に配置されて、容量性ゼロ
として機能する。この構造部は、具体的な寸法が次のとおりである金属化貫通孔である。
長さは23mmであり、幅は1mmであり、共振穴からの離間距離は3mmであり、誘電体本体の上
面すなわち共振板からの離間距離は3mmである。フィルタの通過帯域は、1805MHzから1865
MHzであり、すなわち、周波数がこの周波数帯を上回る無線周波数信号は、フィルタ処理
で効果的に除去され得る。
【００５０】
　本発明のこの実施形態において提供される横電磁モード誘電体フィルタによると、近端
除去構造部が誘電体フィルタの内部で、誘電体本体の上面付近に配置されることにより、
容量性透過率ゼロ機能を実装し、フィルタの通過帯域外の低周波端部における無線周波数
信号を除去し、それにより、良好な近端除去性能を達成する。
【００５１】
　図4は、本発明の一実施形態に従った、他の横電磁モード誘電体フィルタの概略図であ
る。
【００５２】
　図4に示されるように、横電磁モード誘電体フィルタ3(以下、略して「フィルタ3」)は
、共振器31と誘電体本体32と金属筐体33と近端除去構造部34とを含む。金属筐体33は、誘
電体本体32の上方に固定され、金属筐体33と誘電体本体32との間に隙間があり、共振器31
は、共振板301と共振穴302とを含む。
【００５３】
　フィルタ3の全体構造と、図1または図2および図3に示す実施形態において提供される横
電磁モード誘電体フィルタの全体構造とは同様であり、図1または図2に示されるフィルタ
と異なる点は、近端除去構造部34の形状と位置と寸法とが、フィルタがフィルタ処理で除
去する信号の周波数に対応する電波波長により規定されることである。電波波長は、電磁
波の波長である。
【００５４】
　特に、電波波長は式:c=λ*fに従って算出され得、式中、fは信号周波数であり、λは電
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波波長であり、cは定数である。
【００５５】
　電磁波の波形の波長と周波数とは1対1の対応関係にあることが理解され得る。近端除去
構造部34の高さと長さと共振穴302からの離間距離とは、電波波長に従って決定され得る
。特に、近端除去構造部34の寸法は、フィルタエミュレーションソフトウェアを使用する
ことにより決定され得るか、または、実験もしくは経験に従って決定され得る。これは、
本発明のこの実施形態では特に限定されない。
【００５６】
　任意選択的に、図4に示されるように、近端除去構造部34は、屈曲角度をもつストリッ
プ構造部であり得るか、または、他の一実施形態において、弧度をもつストリップまたは
管構造部であり得る。
【００５７】
　図4に示されるように、近端除去構造部34の2つの端部は、誘電体本体32の下面に接触す
る。任意選択的に、他の一実施形態において、2つの端部に加えて、近端除去構造部34の
他のいずれかの部分も、誘電体本体32の下面に接触し得る。
【００５８】
　図4に示される実施形態において、近端除去構造部34は、ゼロ空洞の役目を果たし得、
フィルタの通過帯域外の高周波端部または低周波端部における除去能力を改善し得、すな
わち、フィルタの通過帯域外の高周波端部または低周波端部における信号を除去し得る。
【００５９】
　任意選択的に、長さを変えるなど、近端除去構造部34の構造を変えることにより、近端
除去構造部34に対応する電波波長が変えられ得、それにより、フィルタがフィルタ処理で
除去する信号の周波数を制御する。特に、近端除去構造部34の長さは、信号周波数に逆比
例する。より長い近端除去構造部34は、より低い対応する信号周波数を示し、フィルタ3
は、低周波端部における信号をフィルタ処理で除去するように構成され得る。より短い近
端除去構造部34は、より高い対応する信号周波数を示し、フィルタ3は、高周波端部にお
ける信号をフィルタ処理で除去するように構成され得る。
【００６０】
　フィルタ3における他の構成要素の詳細な説明について、図1または図2および図3に示さ
れる実施形態の内容が参照されることが理解され得る。これは、ここでは説明されない。
【００６１】
　本発明のこの実施形態は、無線周波数モジュールをさらに提供する。無線周波数モジュ
ールは、前述の実施形態において説明されるいずれかの横電磁モード誘電体フィルタを含
む。
【００６２】
　任意選択的に、無線周波数モジュールは、リピーター、遠隔無線装置(RRU、remote rad
io unit)、無線周波数装置(RFU、radio frequency unit)、または他の装置であり得る。
これは、本発明のこの実施形態では特に限定されない。
【００６３】
　本発明のこの実施形態において提供される横電磁モード誘電体フィルタまたは無線周波
数モジュールによると、フィルタの寸法が増やされないとき、ゼロ空洞機能は、誘電体本
体の内部に近端除去構造部を配置することにより実装され得、この構造部を使用すること
により、フィルタの通過帯域外の高周波端部または低周波端部における信号が除去され得
、フィルタの近端除去性能が改善され得、それにより、フィルタ処理の効果を改善する。
【００６４】
　図5は、本発明の一実施形態に従った、基地局の例示的な図である。基地局は、無線周
波数モジュールを含み得、無線周波数モジュールは、図1から図4に示すいずれかの実施形
態に示される横電磁モード誘電体フィルタを含む。
【００６５】
　基地局は、ベースバンド処理装置(BBU、base band unit)402、電力モジュール403など
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をさらに含み得る。すべてのモジュールまたはユニットは、通信バスを使用することによ
り接続され得る。
【００６６】
　任意選択的に、基地局は、屋内スモールセル製品などの、スモールセル(small cell)装
置であり得る。
【００６７】
　本発明のこの実施形態において提供される無線周波数モジュールまたは基地局は、良好
な近端除去性能をもつ横電磁モード誘電体フィルタを使用するので、低コストかつ小寸法
である。
【００６８】
　本発明の一実施形態は、図1から図4に従った、いずれかの横電磁モード誘電体フィルタ
(以下、略して「フィルタ」)を製造する方法をさらに提供する。
【００６９】
　本方法は、誘電体未加工原材料の2つの層または複数の層を用意するステップと、誘電
体原材料の2つの層または複数の層上に貫通孔または止まり穴が設けられた後、誘電体原
材料の各層を別々に焼結させるステップと、金属化構造部を用意するステップと、焼結さ
れた誘電体の各層に穿孔するステップと、次に、接合によりフィルタ全体を形成するステ
ップと、フィルタのプリントされたパターンの金属化が完了した後、本発明のこの実施形
態において提供される横電磁モード誘電体フィルタを形成するステップと、を含む。
【００７０】
　本発明の他の実施形態において、方法は、誘電体未加工原材料の2つの層または複数の
層を用意するステップと、誘電体原材料の各層に穴を開けること、回路をプリントするこ
となどにより、要求される金属構造部、すなわち、本発明における透過率ゼロまたはゼロ
空洞構造部を取得するステップと、次に、焼結のため誘電体原材料の用意された層をまと
めて積み重ねるステップと、最後に、誘電体フィルタのプリントされたパターンの金属化
が完了した後、本発明のこの実施形態において提供される横電磁モード誘電体フィルタを
形成するステップとであり得る。
【００７１】
　最後に、前述の実施形態は、本発明の技術的な解決策を説明すると意図されるにすぎず
、本発明を限定するとは意図されないことに注意が必要である。前述の実施形態を参照し
ながら本発明が詳細に説明されるが、当業者は、本発明の実施形態の技術的な解決策の範
囲から逸脱することなく、前述の実施形態において説明される技術的な解決策にさらに変
更を加え得ること、または、その一部またはすべての技術的な特徴に等価な置換を行い得
ることを理解するはずである。
【符号の説明】
【００７２】
　　1　横電磁モード誘電体フィルタ
　　11　共振器
　　12　誘電体本体
　　13　金属筐体
　　14　近端除去構造部
　　101　共振板
　　102　共振穴
　　2　横電磁モード誘電体フィルタ
　　21　共振器
　　22　誘電体本体
　　23　金属筐体
　　24　近端除去構造部
　　211　共振板
　　212　共振穴
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　　3　横電磁モード誘電体フィルタ
　　31　共振器
　　32　誘電体本体
　　33　金属筐体
　　34　近端除去構造部
　　301　共振板
　　302　共振穴
　　402　ベースバンド処理装置
　　403　電力モジュール

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】

【手続補正書】
【提出日】平成29年7月13日(2017.7.13)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　横電磁モード誘電体フィルタであって、
　共振器と誘電体本体と金属筐体とを備え、前記誘電体本体の外面が、導電性材料で覆わ
れ、前記金属筐体が、前記誘電体本体の上方に固定され、前記金属筐体と前記誘電体本体
との間に隙間があり、
　前記共振器が、共振板と共振穴とを備え、前記共振板が、前記誘電体本体の上面上に配
置され、前記共振穴が、上端部と下端部とに開口をもつ中空円筒構造部であり、前記共振
穴の上開口が、前記共振板上に設けられ、前記共振穴の下開口が、前記誘電体本体の下面
上に設けられ、前記共振穴の内面が、導電性材料で覆われ、前記共振板が、金属材料製で
あり、
　前記フィルタは、近端除去構造部をさらに備え、前記近端除去構造部が、前記誘電体本
体の内部にあり、前記フィルタがフィルタ処理で除去する信号の周波数により前記近端除
去構造部の形状と位置と寸法とが規定される、
　横電磁モード誘電体フィルタ。
【請求項２】
　前記近端除去構造部の高さと長さと前記共振穴からの離間距離とが、前記フィルタの結
合係数に従って決定され、前記結合係数が、前記フィルタがフィルタ処理で除去する前記
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信号の前記周波数に対応する、請求項1に記載のフィルタ。
【請求項３】
　前記近端除去構造部が、前記誘電体本体の前記下面に接触した少なくとも2つの端部を
含み、前記近端除去構造部の残部が、前記誘電体本体の内部における磁場領域内にある、
　請求項2に記載のフィルタ。
【請求項４】
　前記近端除去構造部が、前記誘電体本体の内部における電界領域内にある、
　請求項2に記載のフィルタ。
【請求項５】
　前記近端除去構造部の高さと長さと前記共振穴からの離間距離とが、前記フィルタがフ
ィルタ処理で除去する前記信号の前記周波数に対応する電波波長に従って決定される、請
求項1に記載のフィルタ。
【請求項６】
　前記近端除去構造部が、金属化貫通孔、金属化ストリップ線路、物理的金属構造部、金
属化導体、または金属薄片のいずれか1つである、
　請求項1から5のいずれか一項に記載のフィルタ。
【請求項７】
　請求項1から6のいずれか一項に記載の横電磁モード誘電体フィルタを備える、無線周波
数モジュール。
【請求項８】
　請求項7に記載の無線周波数モジュールを備える基地局。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
　第1の態様の第1の可能な実装例において、
　近端除去構造部の高さと長さと共振穴からの離間距離とが、フィルタの結合係数に従っ
て決定され、結合係数が、フィルタがフィルタ処理で除去する信号の周波数に対応する。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　可能な実装例のいずれか1つを参照すると、第1の態様の第4の可能な実装例において、
近端除去構造部の高さと長さと共振穴からの離間距離とが、フィルタがフィルタ処理で除
去する信号の周波数に対応する電波波長に従って決定される。
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【国際調査報告】
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